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      開 議 午後１時 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） ただいまから、本日の会議

を開きます。 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） 出席議員数は、65人です。 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） 本日の会議録署名議員とし

て三神英彦議員、わたなべ泰行議員を指名しま

す。 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） ここで、事務局長に諸般の

報告をさせます。 

○事務局長（酒井欣洋） 報告いたします。 

 影山保健福祉局長は、所用のため、本日の会議

を欠席する旨、届出がございました。 

 本日の議事日程、質問順序表を配付いたしてお

ります。 

 以上でございます。 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） これより、議事に入りま

す。 

 日程第１、議案第１号、第２号、第４号、第６

号から第10号まで、第23号から第30号までの16件

を一括議題とします。 

 昨日に引き続き、代表質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。 

 森山由美子議員。 

 （森山由美子議員登壇・拍手） 

○森山由美子議員 私は、ただいまから、公明党

議員会を代表し、本定例市議会に上程されました

議案並びに市政の諸課題について、順次、質問を

行います。 

 最初は、市長の政治姿勢について、４点質問い

たします。 

 １点目は、将来を見据えた持続可能なまちづく

りについてです。 

 札幌市においては、2021年から人口減少局面に

転じた中、直近の合計特殊出生率は0.96と過去最

低の数値にあり、歯止めが利かない状況です。札

幌市の将来を考えたとき、人口減少問題は、官民

問わず、幅広い分野の社会経済活動に多大な影響

を及ぼすものであり、バス路線の減便など、その

危機感は市民の身近な生活全般にもじわじわと浸

透してきていることは否めません。 

 こうした状況の中、本市は、第３期さっぽろ未

来創生プランを策定し、目指すべき将来の姿とし

て、誰もが幸せを感じ、希望を実現している、魅

力と活力に満ちあふれる未来を示し、その実現に

向け、人口減少の緩和と人口減少への適応の両輪

で推進していくことを打ち出しました。 

 人口減少の緩和の観点からは、合計特殊出生率

が急速に好転することは現実的ではないことか

ら、さっぽろ未来創生プランに掲げる雇用創出、

結婚、出産、子育てを支える環境づくりなどの取

組を長期にわたり着実に取り組むことで合計特殊

出生率を段階的に引き上げていくことが重要と認

識しております。 

 一方で、現状、一定程度の人口減少は避けられ

ない事態にあることを踏まえると、人口規模が縮

小しても成長力のある社会を構築できることを示

していくことも重要であり、社会経済の構造改革

やＤＸの推進、イノベーションの導入により、成

果を上げることが期待されます。 

 人口減少問題とは、当面の間、向き合い続けな

ければなりませんが、社会経済の基盤をしっかり

堅持し、若者たちが札幌にとどまり続けることに

希望を持てる状況をつくり出していかなければな

りません。その実現に向け、今こそ、市制100年

を超える歩みの中で先人たちが残してくれた財産

と今を生きる私たちの力を掛け合わせ、将来にわ

たり持続可能なまちの新たな礎を築き上げていく

重要局面と考えます。 

 そこで、質問ですが、次世代に継承する将来を

見据えた持続可能なまちづくりについて、市長の

考えを伺います。 
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 ２点目は、長引く物価高に伴うさらなる市民生

活や事業者への支援についてです。 

 昨年11月、我が国では、長きにわたるコスト

カット型の経済から、デフレに後戻りすることの

ないよう、賃上げと投資が牽引する成長型経済に

移行するべく、国民の安心・安全と持続的な成長

に向けた総合経済対策を打ち出しました。それか

ら半年がたとうとする中でも、エネルギー価格や

原材料価格などの上昇に端を発する我が国の物価

上昇は、直近では３％台まで届く高い水準となっ

ております。加えて、こうした一因となっている

不安定なヨーロッパや中東の情勢、さらには、ア

メリカの関税措置など、依然として先行きが見通

しづらい社会経済情勢となっているところであり

ます。 

 我が会派では、かねてより、こうした物価高へ

の対応について、折に触れ、札幌市に対し、要望

を行ってきました。 

 今年２月に札幌市が実施した最新の調査では、

価格競争やコスト上昇ペースに追いつかないと

いった理由により、十分な価格転嫁を行えていな

い市内企業は８割に上るなど、物価上昇を上回る

賃金上昇に向けては状況が変わっておらず、依然

として市民生活は厳しい状況に置かれています。 

 先月、国では、アメリカのトランプ関税措置に

対応するため、米国関税措置を受けた緊急対応

パッケージを決定しました。これは、関税対策と

いう趣旨であるとともに、既往の物価高対策を多

分に含む性質のものであります。さらに、これを

裏づける対策として、今月27日に閣議決定された

国の予備費の活用には地方自治体が実情に応じた

物価高対策を行うための重点支援地方交付金の増

額が措置されたところです。 

 これまでのように、国からの交付金を財源とし

ながら札幌市独自の財源も活用するなどして、さ

らなる物価高対策を講じるべきではないかと我が

会派としては考えるところです。 

 そこで、質問ですが、長引く物価高を踏まえ、

さらなる市民生活や事業者への支援について、市

長の考えを伺います。 

 ３点目は、環境に優しい取組について、２点伺

います。 

 初めに、水素利活用の推進についてです。 

 国は、水素社会推進のため、2023年５月、水素

を製造、輸送、貯蔵、利用する技術開発や経済シ

ステムの構築を含む脱炭素成長型経済構造への円

滑な移行を推進するＧＸ推進法を成立させ、ま

た、2024年５月には、化石燃料より割高な水素の

利用を推進するために既存燃料との価格差分を補

助する水素社会推進法を成立させております。 

 水素は、原料の水が無尽蔵なこと、クリーン、

燃焼温度3,000度と新素材開発に応用でき、さら

に、分子拡散速度が大きいため、動力・熱機関に

活用できるなど、物理化学的特性より産業への応

用が期待されるため、ますます身近な存在になっ

ていくものと推察されます。 

 本市における水素利活用の取組については、昨

年末、建物での水素利用の先行事例であるエア・

ウォーターの森がオープンし、燃料電池から電

気・熱エネルギーの供給状況を我が会派も視察し

たところです。また、本年４月、大通東５丁目の

水素ステーションが運用を開始し、隣接地で建設

が予定されている集客交流施設の計画も公表され

るなど、水素利活用の取組が着々と具体化され、

さきの第１回定例会でも質問をしたところです。 

 今後も継続的に水素の利活用が図られるには、

運輸、建物、それぞれの分野において十分検討の

上、進めることが重要です。 

 そこで、質問ですが、札幌市内における水素の

利活用を今後どのように進めるのか、伺います。 

 次に、リチウム蓄電池の適正な処理についてで

す。 

 蓄電池は、電気代の削減や停電時の備え、環境

負荷の低減などの利点があることから、脱炭素社

会の実現やＧＸの推進にはなくてはならないデバ

イスであります。特に、近年では、高エネルギー
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密度化、高電圧化、さらに、安全性、資源の安定

供給が求められ、次世代型として、ナトリウムイ

オン電池、全固体電池などの開発が加速しており

ます。 

 現在、多くの市民が使用しているリチウム蓄電

池については、スマートフォン、ハンディーファ

ン、モバイルバッテリーなどに使われ、我々の生

活にはなくてはならないものとなっております。 

 一方で、リチウム蓄電池は、強い衝撃を加える

と発火する危険性が指摘されており、使用後は分

別回収する必要があるものの、十分な理解が進ま

ず廃棄され、ごみ収集車やごみ処理施設の火災事

故が2023年度に全国で8,543件と前年度から倍増

しております。 

 そこで、環境省は、今年４月、市町村に対し、

蓄電池の適正処理に関する方針と対策に係る通知

を発出し、利便性の高い回収方法や周知、広報の

強化を求めているところでありますが、市民から

は、リチウム蓄電池がどのような製品に使用され

ているか分からない、捨て方が分かりにくいと

いった声が多く上がっております。 

 そこで、質問ですが、火災事故を防ぐため、リ

チウム蓄電池の適正な処理について、市民理解を

得ながら進めていくことが必要と考えますが、今

後どのように取り組んでいくつもりか、伺いま

す。 

 ４点目は、戦後80年における平和への思いにつ

いてです。 

 今年は、戦後80年、原子爆弾の投下から80年と

いう節目の年に当たります。80年前の８月、広島

と長崎に原爆が投下され、核兵器の使用がもたら

す悲惨な戦争の歴史が我が国の不戦の誓いの原点

となりました。こうした体験を語り続け、世界に

幅広く反核を訴えてきた被団協が昨年12月にノー

ベル平和賞を受賞し、核兵器は二度と使ってはな

らないという被爆者の声が世界規範となったとこ

ろです。 

 一方、現在もロシアによるウクライナ侵攻やハ

マスとイスラエルの戦争など、いまだ世界の戦火

は絶えません。 

 私たち公明党は、結党以来、平和の党として核

兵器廃絶や恒久平和の実現に向けた取組に力を入

れており、このたび、次の10年間を見据えた平和

創出ビジョンを策定しました。そこでは、大国の

国益や政権の都合を超越し、多国間の協調や法の

支配の下の平和を提唱、生命、生活、生存を最大

限に尊重する人間主義の下、人間の安全保障に基

づく平和外交の重要性を掲げており、具体的な取

組の一つとして、国連や国際ＮＧＯなどとの協力

の下、ウクライナの人道的地雷除去支援にも連携

協力しているところです。 

 札幌市においては、核兵器の廃絶と世界平和の

実現を目指し、平成４年３月に札幌市平和都市宣

言を行い、毎年８月を平和月間に定め、パネル展

などの平和普及イベントの実施や、小・中・高校

生の広島、長崎、沖縄派遣を継続するなど、市民

の平和意識の醸成のみならず、次世代にも重要な

役割を果たしているものと考えます。 

 一方、戦争を体験された方々による口頭での記

憶の継承は年々難しくなっており、10年後の戦後

90年には直接お話を伺う機会はさらに少なくなる

ものと思われます。 

 札幌市では、次世代継承の取組として、市内の

学校に被爆体験者を派遣する被爆体験語り部派遣

事業や札幌市平和バーチャル資料館のホームペー

ジ運営等も行っていますが、戦争の記憶を風化さ

せることなく未来へつないでいくためにも、戦後

80年を迎える今こそ若い世代への取組の充実を

図っていく必要があると考えます。さらに大きな

視点に立ち、平和を根幹として人類共通の課題で

ある核廃絶や気候変動、ＳＤＧｓ等のメッセージ

を平和都市宣言を行っている札幌市長として力強

く発信していく必要があると考えます。 

 そこで、質問ですが、戦後80年という節目を迎

えるに当たり、市長の平和への思いと未来を担う

若い世代の平和に対する取組をどのように考えて
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いるのか、伺います。 

 次に、滑走路延伸を見据えた丘珠空港ターミナ

ルビルの拡張について伺います。 

 近年、丘珠空港の旅客数は増加傾向にあり、令

和６年度は、前年度比３割増の約57万5,000人

と、平成４年の現ターミナルビル供用開始以降で

最多を更新したところです。これは、札幌市と

様々な関係機関が連携しながら路線の拡充や利用

促進を地道に進め、都心部に近いという利便性の

よさなどが利用者へ着実に浸透してきた成果であ

ると評価をしております。 

 一方、我が会派では、さきの第１回定例会の予

算特別委員会等において、現状の旅客数に対し、

手狭となっている38万5,000人程度を想定した延

べ床面積約3,600平方メートルの現ターミナルビ

ルの機能向上について指摘してきました。 

 また、同時に、丘珠空港の将来像に掲げる100

万人程度の旅客数に対応すべく、滑走路延伸に合

わせてターミナルビルの拡張や機能強化を進める

べきとの立場で質問を重ねてまいりました。 

 これに対し、札幌市からは、ビルの拡張や機能

強化は必要との認識が示され、札幌丘珠空港ビル

株式会社と連携しながら、同規模の空港や近年の

建て替え事例の調査、地域や航空会社等へのヒア

リングにより課題などを洗い出し、基本計画を検

討していくとの答弁があったところです。 

 このような中、令和７年度国土交通省予算にお

いて丘珠空港の滑走路延伸に向けた調査費が計上

され、2030年の滑走路延伸に向けて端緒が開かれ

たものと受け止めております。 

 これらの状況を踏まえると、ターミナルビル拡

張についても滑走路延伸の進捗を見据えながらス

ピード感を持って取り組むことが旅客数100万人

達成のために不可欠であると考えます。 

 また、丘珠空港ターミナルビルには、地域住民

などからも、地域経済の活性化や子どもたちが楽

しめるスペースの設置など、様々な期待が寄せら

れています。加えて、天候不良や災害時における

防災機能なども考えられることから、限られた敷

地内で何が実現できるのか、しっかりと検討して

いくことも重要であります。 

 そこで、質問ですが、丘珠空港ターミナルビル

の拡張に向けて現在の検討状況はどのようになっ

ているのか、また、札幌市が目指す滑走路延伸の

2030年供用開始にしっかり連動する整備とすべき

と考えますが、これに対する見解について伺いま

す。 

 次に、札幌の強みを生かした経済施策につい

て、３点伺います。 

 １点目は、米国関税措置の影響を踏まえた今後

の食産業施策の振興についてです。 

 本年４月、米国のトランプ大統領は、全ての

国、地域から輸入されるほぼ全ての品目に一律

10％のベースライン関税を課すこと、加えて、そ

のベースライン関税をそれぞれの国、地域に設定

した関税率、日本の場合は24％まで引き上げる相

互関税を課すことが発表されました。その後、相

互関税措置は90日間の停止が発表されましたが、

我が国にとって最も重要な貿易相手国の一つであ

る米国のこの措置は、大企業はもとより、品質の

優れた素材や部品を国内企業に納入し、間接的に

米国と取引を行う地域の中小企業にも影響が生じ

るのではないかと懸念するところです。 

 そのような中、北海道における米国への主要な

輸出品目は、自動車等の輸送用機械に次ぐのが魚

介類等の食品であり、しかも、米国に向けての食

品輸出額は、令和６年が158億円で前年比約50％

の増となっており、近年、増加の一途をたどって

おります。 

 このように、市内の水産卸売業や加工業、菓子

類を製造する事業者など、多くの企業が米国へ食

品輸出に取り組んでおり、今回の関税措置の影響

を見据えた対応をしっかりと検討していくことが

必要と考えます。札幌産業の重点分野である食産

業については、今後も積極的な振興策を検討して

いく必要があり、日本全体の人口が縮小する中、



- 5 - 

積極的に輸出に取り組んでいる企業が今回の米国

の関税措置の影響で食品輸出にちゅうちょするこ

とのないよう、札幌市としても時代の変化を的確

に捉えた施策の推進が必要です。 

 そこで、質問ですが、今回の関税措置をはじめ

とする世界経済情勢の変化を踏まえた上で今後の

食品輸出の拡大に向けてどのように取り組んでい

くのか、伺います。 

 ２点目は、ＤＥＩを踏まえた人材確保策につい

てです。 

 現在、札幌市を含む日本全体が人口減少社会に

直面しており、これに伴う人手不足が深刻な課題

となっております。このような社会情勢の中、札

幌市の都市機能を維持していくためには多様な人

材が活躍できる環境づくりを進める必要があると

考えます。 

 今般、企業や行政をはじめ、様々な組織におい

てＤＥＩが注目されております。このＤＥＩと

は、多様性を表すダイバーシティーのＤ、公平性

を表すエクイティーのＥ、包括性を表すインク

ルージョンのＩと、それぞれ三つの頭文字を取っ

た略称であります。 

 我が党は、結党以来、誰一人取り残さない政治

の実現に向け、とりわけ声が届きにくかった方々

の声を政策に反映させてきました。また、これま

で要望が多かった生活者目線での子育て支援や福

祉、教育、そして、東日本大震災以降は女性の視

点からの災害・防災対策も進めてきました。今

は、共働き、共育てを支援するため、男性が育児

休暇を取得しやすいよう、給付金の増額にも取り

組んでおります。 

 また、党として、政策の立案・決定過程におい

て多様な意見を的確に反映するため、政治分野で

の男女共同参画を加速させていく必要があること

から、昨年、ＤＥＩに基づく新たな方針を策定

し、10年後までに党内の女性国会議員割合を30％

にする目標や議員活動と家庭生活の両立支援も掲

げております。 

 札幌市においても、多文化共生・国際交流基本

方針で、だれもがつながり伝えあえるまち、みん

なが安心してくらせるまちといった目標を掲げ、

多様な価値観の共存に取り組まれているなど、Ｄ

ＥＩを推進していると考えているところです。 

 一方で、昨今の社会情勢に目を向けると、企業

を支える人手不足がより深刻になってきており、

将来にわたり地域経済を守っていくためには、多

様な人材を積極的に受け入れ、一人一人の能力を

最大限に引き出し、生産性を高めていくといった

ＤＥＩを用いた環境づくりが不可欠と考えます。 

 そこで、質問ですが、ＤＥＩを踏まえた人材確

保策について、どのように考え、取り組んでいく

のか、伺います。 

 ３点目は、札幌農業の未来と可能性についてで

す。 

 昨年５月、国は、これまでの食料・農業・農村

基本法を全面的に見直し、本年４月、法改正後初

の食料・農業・農村基本計画を閣議決定しまし

た。この基本計画では、これからの５年間で農業

の構造転換を集中的に推し進め、生産基盤の強化

や、食料自給率を向上させ、食料安全保障を確保

することなどが掲げられております。 

 そうした中、本市でも、札幌農業が目指すべき

姿を示した第２次さっぽろ都市農業ビジョンを見

直すため、これからの10年間を見据えた様々な調

査検討が進められており、本市農政にとっても大

きな転換期を迎えております。 

 さきの第１回定例会の予算特別委員会では、札

幌農業における地産地消について質問をし、札幌

産農産物の購入機会を増やすことやその魅力を伝

える広報活動を展開し、札幌の農業の活性化につ

なげていくとの答弁をいただきましたが、今後、

さらなる農業者や企業との連携を進め、札幌産農

産物の付加価値を高め、魅力アップにつなげるよ

う要望したところです。 

 札幌市は、道内の人口が集中する大都市であ

り、食のまちとして全国有数の観光都市でもあり
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ます。また、農畜産物等の１次産品の付加価値を

高める食関連産業の事業所も多く、北海道の食の

一大集積地として、卸売業、運輸業など、様々な

産業への経済波及効果も大いに期待できると考え

ます。 

 そうした中、最近では、新鮮な農産物を使った

農家レストランに取り組む生産者やＳＮＳによる

積極的な情報発信によって経営の安定化を目指す

若手生産者も出ており、新しい世代の動きが活発

になっております。こうした未来を担う若い世代

の農業生産者が積極的に農業に取り組もうとする

気持ちや動機を高められる環境を市民とともにつ

くり上げていくことが生産者の意欲向上と生産力

の強化につながると思っており、こうした視点を

次期ビジョンに反映する必要があると考えます。

札幌農業には大きな可能性があり、今後、札幌市

の経済と観光を支え、より魅力ある産業へと発展

できる分野であると大きな期待を寄せておりま

す。 

 そこで、質問ですが、新たなビジョン策定に当

たり、未来に向けた札幌農業の可能性と魅力アッ

プという観点からどのような展望を持っているの

か、伺います。 

 次に、地域共生社会における持続可能な福祉施

策について、２点伺います。 

 １点目は、魅力的な健康アプリについてです。 

 札幌市では、人口構造の変化などを踏まえ、持

続可能な社会に向けたまちづくりの重要概念に

ウェルネスを掲げ、健康寿命の延伸に取り組んで

います。そのための高齢者向けの施策の一つとし

て、誰もが楽しみながら自然に健康を高められる

環境を目指して令和８年度から健康アプリを導入

することとしており、秋にはポイント制度の詳細

を提示できるよう準備を進めると伺っておりま

す。 

 この新制度をめぐっては、当初、敬老パス制度

から全面的に移行させようとした素案に対して得

られた市民意見を踏まえ、様々な議論が重ねら

れ、最終的に、我が会派も主張してきたとおり、

両制度は切り分けて整理されたところです。 

 この間、健康寿命延伸の重要性が否定されるこ

とはありませんでしたが、社会の関心の多くは敬

老パスに向いていた感は否めません。 

 一方で、全国を見渡しますと、健康ポイント制

度は、各地で導入が進んでおり、健康づくりを楽

しみながら継続できる仕組みとして大きな関心を

集めております。 

 例えば、政令指定都市では、健康寿命が長いこ

とで知られる浜松市も導入済みですし、横浜市で

は30万人以上の市民が参加するほどに普及をして

おります。川崎市では、たまったポイントで地域

の小学校に寄附ができるなど、個人の健康増進行

動が社会貢献につながる仕組みが好評を博してお

ります。多くの自治体で、地域の商店街や企業と

の連携によって、買物やボランティア活動、社会

貢献などと結びつける取組も生まれており、地域

全体の活力にもつながる可能性を秘めています。 

 こうした他都市の先行事例では、それぞれ導入

目的に応じた工夫が凝らされていますが、これか

ら導入しようという札幌市のアプリがどのように

魅力的なものとなるのか、具体的にイメージでき

ない方やうまく使いこなせるか不安を抱く方がい

ることも自然なことです。そうした市民に対して

も制度の魅力や意義を分かりやすく伝えることで

健康づくりへの関心を高めることにつながるもの

と考えます。 

 そこで、質問ですが、健康アプリの導入に当

たっては、市民にその仕組みや魅力をどう伝え、

多くの方が楽しく前向きに参加できるようどのよ

うに取り組んでいくお考えか、伺います。 

 ２点目は、救急医療体制の維持に向けた取組に

ついてです。 

 札幌市では、高齢者の人口が2040年代まで増え

続け、それに伴い、救急医療の需要も増加するこ

とが予測されております。昨年の救急搬送の総出

動数は11万4,908件で、救急車１台当たりの件数
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は東京都より多い状況であり、救急搬送時間につ

いても平均45.2分と政令市平均と比べても搬送時

間が長くなっております。 

 一方、救急搬送の実態としては、軽症者が約半

数を占め、このことが救急搬送への過大な負担の

一因になっていると考えられます。 

 このような状況下で、昨年12月のインフルエン

ザの感染爆発もあり、救急車待ちが一時30人以上

となり、救急出動から病院引上げまで７時間要し

た発熱を主訴とする高齢者の搬送事案もあったと

聞いており、今後も緊急性の高い患者の救急搬送

への影響が生ずることがないのか、懸念をしてお

ります。 

 限られた医療資源を有効活用するためには、搬

送データ等の検証を踏まえて救急医療体制の見直

しを継続することは必要でありますが、市民とし

ても救急車や救急医療の適正利用を心がけるな

ど、行動変容が必要であると考えます。 

 他地域でもこのような課題を抱えており、三重

県松阪市地域や茨城県では救急搬送における選定

療養費を徴収する取組が始まっております。 

 選定療養費とは、大病院へ患者が集中すること

を防ぎ、また、かかりつけ医機能の強化を図るた

めに紹介状なしで大病院を受診する患者に特別の

料金を求める制度です。本来、この選定療養費は

救急患者からは徴収できないこととなっておりま

すが、緊急性が低い患者は、救急車を利用した場

合であっても、医療機関の判断により選定療養費

を徴収することが可能となっております。 

 本年１月、我が会派は、昨年12月から、救急車

を利用した軽症患者に対し、救急医療機関が選定

療養費の徴収を開始した茨城県へ視察に伺いまし

た。茨城県では、軽症と判断する際のガイドライ

ンを策定するとともに、県民に対して、救急医療

の現状や選定療養費の仕組みに関することのほ

か、選定療養費の導入により救急車の利用控えが

起こることのないよう周知に努め、大きな混乱な

く徴収を開始しており、実際に軽症者の搬送が

減っていると伺っております。 

 今後、札幌市でも、高齢化や医師の働き方改革

により救急医療体制が逼迫する可能性もあるた

め、救急搬送における選定療養費の徴収について

も議論を開始するべきではないかと考えます。 

 そこで、質問ですが、札幌市の救急医療体制を

維持するため、選定療養費に関する議論も含め、

どのような取組を進めていくのか、伺います。 

 最後に、子どもの幸せを最優先する社会を実現

するための施策推進について、４点伺います。 

 １点目は、こども政策におけるＤＸの推進につ

いてです。 

 我が会派は、これまで、一貫して、妊娠から子

育て期まで切れ目のない子育て支援を行うための

体制整備の必要性を訴え、子育て家庭に寄り添っ

た伴走型の支援の充実や子育て分野におけるデジ

タルトランスフォーメーション、いわゆるＤＸの

推進を求めてまいりました。 

 国は、令和５年12月、こども基本法に基づき、

こども政策を総合的に推進するためのこども大綱

を策定、その中では、こども政策ＤＸを推進し、

プッシュ型通知やデジタル技術を活用した手続等

の簡素化などを通じ、子育て当事者の方の利便性

向上を図ることとしております。これは、こども

まんなか社会の実現に向け、子育て当事者の方々

がより安心して楽しく子育てができるよう、必要

な情報にストレスなくアクセスして手続ができる

ようにしたり、保育所などの事業者や自治体職員

など、直接、こども政策に関わる方々の事務負担

を軽減し、これまで要してきた時間やエネルギー

をこども政策の質の向上に振り向けることを目的

とするものです。 

 札幌市では、我が会派も後押しをさせていただ

き、児童相談と母子保健のシステムを連携させ、

子育てデータ管理プラットフォームを全国に先駆

けて導入いたしました。児童虐待のリスクを把握

しやすくなる効果が期待されるとともに、職員の

事務負担も軽減されるという点でＤＸの目的に合
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致した取組の好事例であると考えます。 

 現代の子育て世代は、特にデジタルになれ親し

んでいる世代ということもあり、ＤＸの効果をよ

り実感できると思いますので、これまで以上にこ

ども政策におけるＤＸの推進に力を注ぐべきで

す。 

 既に一部の自治体では、母子健康手帳に加え、

予防接種のスケジュール管理や子どもの成長を記

録できるアプリや、保育所探しから入所までの手

続がオンラインで完結する保活ワンストップサー

ビスを導入している例もあります。ぜひ、こうし

た先行自治体の取組を参考に、こどもまんなか社

会の実現に向けてさらなる推進をしていただきた

いと考えます。 

 そこで、質問ですが、札幌市ではこども政策に

おけるＤＸの推進について、今後どのように取り

組んでいくお考えか、伺います。 

 ２点目は、子どもたちがスポーツを実施してい

くための取組についてです。 

 スポーツ庁では、全国の児童生徒の体力や運動

習慣等を把握し、体育、健康等に関する指導の改

善に役立てることを目的に、毎年、全国体力・運

動能力、運動習慣等調査を実施しております。 

 我が会派は、さきの第１回定例会の予算特別委

員会において、この調査結果を踏まえて、子ども

の健やかな体の育成についての課題認識と改善に

向けた取組について質問いたしました。教育委員

会からは、運動が好きという子どもの割合は全国

平均と同じであるものの、運動習慣については中

学２年生は全国平均を下回っているなど、運動が

好きということが必ずしも運動習慣にはつながっ

ていないことが課題であり、学校における授業の

工夫や、家庭や地域での実践につなげる取組の促

進などについて答弁があったところです。 

 スポーツに親しみ、継続的に実施していく子ど

もたちを増やしていくためには、学校現場による

取組はもちろんのこと、子どもたちのやってみた

い、知りたいといった知的関心の求めに応じてス

ポーツができる環境や機会をオール札幌で行って

いくことが重要です。特に、積雪のため、屋外ス

ポーツをすることが難しい冬期間にいかにスポー

ツに取り組んでもらうかということと、子どもた

ちが継続してスポーツを行うには保護者の理解や

協力が必要であることから、親子でスポーツに親

しんでもらうこと、これら二つの視点が大切で

す。 

 こうした考えの下、我が会派は、今年１月にプ

レミストドームで開催されたチャレンジ！スポー

ツパークを視察させていただきました。親子でス

ポーツに親しむことのよさを改めて感じるととも

に、子どもにとって保護者は身近なお手本で、親

が自ら学び、成長する姿を見せることは、子ども

の成長にもよい影響を与え、子どもたちがスポー

ツに親しみながら続けられることにもつながって

いくのではないでしょうか。 

 そこで、質問ですが、学校での取組に加え、子

どもたちに継続的にスポーツを実施してもらうた

め、札幌市としてどのように取り組んでいくの

か、伺います。 

 ３点目は、特別支援学級における支援、指導の

充実についてです。 

 札幌市は、20年前、全国に先駆け、特殊教育か

ら特別支援教育への転換を図り、発達障がい等の

ある児童生徒への支援にいち早く取り組み、特別

支援教育の充実に尽力されています。 

 全国的に少子化が進む一方、特別支援教育の対

象者は増え続け、札幌市においても、特別支援学

級に在籍している児童生徒の数はこの20年で約４

倍になっていると伺っております。さらに、学校

を取り巻く状況は日々変化しており、各校では

様々な障がい種に応じて、子ども一人一人の資

質、能力を伸ばし、自己肯定感を育むことのでき

る柔軟な支援体制を構築していくことが求められ

ております。 

 先般、県内の高等学校のうち、18校のインク

ルーシブ教育実践推進校がある神奈川県へ視察に
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行かせていただきました。生徒同士の相互理解を

深めることを目標とし、全ての生徒が共に学ぶ経

験を通し、多様性を尊重することや、互いのよさ

を生かし、協働する力を育みながら成長すること

を目指しているとのこと、また、その理念を、推

進校のみならず、県内の全高校で共有し、県立高

校の全教職員が推進校との交流の機会を設け、障

がいのある生徒との関わり等について学んでいる

とのことでありました。 

 また、県内の中学校では、進路を決める準備と

して、中学校１・２年生及び保護者、中学校教職

員を対象にインクルーシブ教育実践推進校の基本

的な考え方や入学選抜などの制度を伝え、実際に

推進校の参観の機会も設け、丁寧に障がいのある

生徒自身の進路に真摯に向き合っているとのこと

で、改めて障がいのある子ども一人一人に寄り添

う教育についての必要性を実感したところです。 

 札幌市においても、特別支援教育の対象の児童

生徒が増加していることから、特別支援学級にお

いて、今後、児童生徒の将来の進路先等を見据

え、児童生徒の障がいの特性等に応じた適切な教

育課程を編成することや支援・指導方法をより充

実させていくことは大変重要であると考えます。

そして、障がいのある子ども一人一人に寄り添う

教育の実現に向け、本市の特別支援学級の支援、

指導についてさらに一歩前に進めるべきと考えま

す。 

 そこで、質問ですが、札幌市の特別支援学級の

現状の課題と、今後、特別支援学級の支援、指導

の充実に向け、どのような取組を進めていくの

か、伺います。 

 ４点目は、学校における児童生徒、教職員の安

全・安心や健やかな育みの推進についてです。 

 私自身も過去に高校教師として教育現場での

様々な諸課題に汗を流してきた経験があります

が、昨今の社会情勢の変化に伴い、教育環境も変

化し、児童生徒、保護者、そして、教職員が直面

し、抱える課題も多様化していると痛切に感じま

す。特殊詐欺やＳＮＳを利用した性犯罪が社会問

題化し、犯罪に巻き込まれる事例やいじめの問

題、自殺による悲しい事案も散見されておりま

す。 

 一方では、教師に対する過度な要求も問題化し

ており、メンタルヘルスへの影響も懸念されてお

ります。 

 また、今月だけでも、東京都立川市の小学校に

男２人が侵入し、教師や校長など、５人を殴り、

現行犯逮捕された事件、広島県福山市の通信制高

校では、女子生徒が教室内で複数の生徒をナイフ

で刺し、逮捕された事件、静岡県富士市の中学校

の男子生徒が教師の顔を殴る暴行で逮捕された事

件など、学校における安全性の確保や、当事者だ

けでなく、子どもたちの心のケアについても、心

が痛み、考えさせられる事件が多いと感じており

ます。 

 こうした中、熊本市では、カメラの設置の議論

がなされ、教室内のいじめや暴力行為の抑止力の

期待や教師が複雑な事案に対処する際の負担軽減

という利点と、令和８年に導入予定の性犯罪歴な

どを事前に確認する制度、日本版ＤＢＳの予防措

置としての現場対策、この両方の組合せが教育現

場の安全性を格段に高めることにつながるとの最

終答申があったところです。熊本市教育長は、こ

の議論を受け、熊本市教委として、さらに、今

後、教職員、児童生徒、保護者などの意見もよく

聞きながら丁寧に議論を進めていくとともに、専

門家等の意見を含め、全国的な議論の広がりを期

待したいと提言されております。 

 先般、カメラ設置に関わる会社の視察では、海

外の知見を踏まえ、都内のインターナショナルス

クールの校内暴力・凶悪事件抑止対策として、カ

メラとＡＩ技術を連携させたイノベーションが児

童生徒、教職員の安全・安心に役立っているとい

うことでした。 

 札幌市の安全・安心に資する取組でも市立学校

54校の敷地内にカメラを設置しているところです



- 10 - 

が、多様化する課題の中で、こうしたイノベー

ションの推進、活用は、子どもたちがより安心

し、健やかな成長を育む教育環境の構築にとって

重要であることから、昨今の社会情勢等に即した

取組を推し進めていくべきと考えます。 

 また、その一方では、カメラの設置に関し、

様々な配慮や丁寧な議論が必要であることも承知

をしております。 

 そこで、質問ですが、本市の教育現場における

児童生徒、教職員の安全・安心や児童生徒の健や

かな育みをサポートするためにイノベーションの

進展状況を勘案し、学校内へのカメラの設置の議

論を開始すべきと思いますが、見解を伺います。 

 以上で、私の質問の全てを終わります。ご清聴

いただきまして、誠にありがとうございました。

（拍手） 

○議長（長内直也） 答弁を求めます。 

 秋元市長。 

○市長（秋元克広） 全体で５項目にわたり、ご

質問をいただきました。私からは、大きな１項目

め、私の政治姿勢についての４点、それから、２

項目めの滑走路延伸を見据えた丘珠空港ターミナ

ルビルの拡張についてお答えをさせていただきま

す。その余のご質問に対しましては、担当の山本

副市長、加藤副市長、教育長からお答えをさせて

いただきます。 

 大きな１項目め、私の政治姿勢についてお答え

をいたします。 

 まず、１項目めの将来を見据えた持続可能なま

ちづくりについてお答えをいたします。 

 将来を見据えた持続可能なまちづくりに向けま

しては、若い世代の人たちが今後も安心してこの

まちに暮らし続けられる生活基盤を整えることや

誰もが希望を実現している明るい未来のイメージ

を共有していくことが重要であろうと考えており

ます。 

 そのためには、ＧＸ投資の推進やイノベーショ

ンの創出などによる地域経済力の向上や、結婚、

出産、子育てを支える環境づくりに加えて、人口

減少がもたらす様々な課題にも長期的な視点を

持って引き続き腰を据えて取り組んでいく必要が

あるものと考えております。 

 また、こうした持続可能なまちを実現していく

には、市民や企業など、多様な主体と未来像を共

有し、連携しながら道筋をつけていくということ

が重要でありますことから、産官学の連携や市民

参加のさらなる推進により、まさにオール札幌で

取り組んでいけるよう進めてまいりたいと考えて

おります。 

 次に、２項目めの長引く物価高に伴うさらなる

市民生活や事業者への支援についてお答えをいた

します。 

 長引く物価高による市民や事業者への影響は依

然として少なくないことから、適宜・適切に対策

を講じていく必要があるものと認識しておりま

す。 

 札幌市といたしましては、さきの第１回定例市

議会におきまして、物価高対策として、水道料金

の基本料金の減額や食料品等高騰の影響を受ける

保育所等への支援など、必要と考える市民生活及

び事業者への支援を補正予算で計上し、議決をい

ただいたところであります。まずは、これらの事

業を進めることで確実に支援につなげてまいりま

す。 

 その上で、現下の社会情勢を踏まえ、必要と判

断される支援策につきましては国からの交付金を

活用しながらスピード感を持って講じていく考え

であります。 

 次に、３項目めの環境に優しい取組についてお

答えをいたします。 

 まず、１点目の水素利活用の推進についてであ

ります。 

 今後の水素利活用の推進に当たりましては、市

内において多数の商用車が利用されておりますこ

とや寒冷地であることから熱需要が大きいことな

ど、札幌市の実情に合わせた取組を進めていくこ
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とが重要であると考えております。 

 このため、今年度は、民間事業者が保有するバ

スやトラックなど、商用車の利用実態や、民間施

設におけるボイラーなど、熱利用機器の設置状況

を把握することに加えて、札幌市に適した水素利

活用の可能性について調査を実施するところであ

ります。 

 その上で、民間事業者との意見交換を重ねなが

ら市内への効果的な水素の導入手法を検討するな

ど、札幌市における水素利活用の拡大に向け、継

続して取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、２点目のリチウム蓄電池の適正な処理に

ついてでありますが、不要となったリチウム蓄電

池につきましては、家電量販店や市有施設など、

約80か所の回収箇所を通じて製造・販売事業者が

自主回収を行っているところであります。 

 一方、リチウム蓄電池が燃やせないごみや容器

包装プラスチック等に混入して排出されることに

よってごみ収集車や処理施設において発火事故に

つながる事例も発生をしているところでありま

す。 

 このことから、今後は、適切な分別を促してい

くために、リチウム蓄電池を使用する製品の具体

例や適切な廃棄方法を分かりやすく示すなど、市

民の皆様に対する周知の充実に努めてまいりた

い、このように考えております。 

 次に、４項目めの戦後80年における平和への思

いについてお答えをいたします。 

 平和は、単なる戦争のない状態であるだけでは

なく、豊かで持続可能な社会を築くための重要な

基盤であり、市民の幸せを実現する上で不可欠な

ものと考えております。また、戦争体験者が少な

くなる中、未来を担う若い世代が戦争の悲惨さや

平和の尊さを自分事として考えていくということ

は平和の継承のために特に重要であるというふう

に認識しております。 

 今年は戦後80年という節目の年でありますこと

から、これまでの取組に加え、高校生が制作をし

た被爆に関するジオラマや戦争に関する絵本を地

下歩行空間に展示するなど、若い世代が平和につ

いてより深い関心を持てる取組を進めてまいりた

い、このように考えております。 

 次に、大きな２項目めの滑走路延伸を見据えた

丘珠空港ターミナルビルの拡張についてお答えを

いたします。 

 昨年、令和６年度は、札幌丘珠空港ビル株式会

社と連携し、年間旅客数100万人を想定したター

ミナルビルの必要規模等を検討して、現時点で

は、保安検査場や待合室、売店などの拡張で少な

くとも6,500平方メートル程度の床面積が必要と

の結論を得たところであります。 

 これを踏まえて、今年度は、既存建物を活用し

た増築と新規建て替えの両面で拡張後の建物に求

められる環境性能や敷地の確保、概算工事費など

の要件を整理し、比較検討を行っていく考えであ

ります。 

 札幌市といたしましては、滑走路延伸の2030年

供用開始という目標に合わせたターミナルビルの

整備が重要と認識しており、今後とも、国や札幌

丘珠空港ビル株式会社と連携しながら、資金計画

なども含めて、年度末を目途に整理をしてまいり

たいと考えております。 

 私からは、以上です。 

○議長（長内直也） 山本副市長。 

○副市長（山本健晴） 私からは、大きな４項目

め、地域共生社会における持続可能な福祉施策に

ついて、大きな５項目め、子どもの幸せを最優先

する社会を実現するための施策推進についての１

点目、こども政策におけるＤＸの推進についてお

答えをいたします。 

 まず、大きな４項目め、地域共生社会における

持続可能な福祉施策について、２点お答えいたし

ます。 

 １点目は、魅力的な健康アプリについてであり

ます。 

 健康アプリは、歩く、健康管理、人と会うなど
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の日常的な活動を見える化することで健康行動の

習慣化につなげるとともに、市民の皆さんが楽し

みながら自然に健康寿命を延ばしていくことを目

指しているものです。身近な活動が幅広くポイン

トの対象になることや日常生活に新たな楽しみが

加わることが大きな魅力と考えており、各種媒体

を活用した広報のほか、普及啓発イベントの開催

など、積極的な情報発信によりアプリの魅力を伝

えてまいります。 

 また、市民モニターを通じ、アプリに対する意

見を取り入れ、改善を重ねるとともに、民間企業

や市民団体などと協働し、新たな交流や活動につ

なげることで多くの市民の皆さんが気軽に参加

し、楽しく利用できるアプリとなるよう取り組ん

でまいります。 

 次に、２点目の救急医療体制の維持に向けた取

組についてであります。 

 札幌市では、高齢化に伴い、救急需要が増加す

る中で、軽症者や複数疾患を抱える患者が増え、

対応できる医療機関の選定に時間がかかるなどの

課題が生じていると認識をしております。 

 そこで、♯7119の周知によります適正利用の推

進のほか、24時間体制で複数疾患に対応可能な拠

点病院制度や、救急搬送患者の状態などを医療機

関と共有し、搬送を効率化するシステムを導入い

たしました。 

 今後とも、これらの施策の効果検証をしっかり

と進めるとともに、他の地域の様々な取組事例を

参考にしながら、引き続き持続可能な救急医療体

制を検討してまいります。 

 次に、大きな５項目め、子どもの幸せを最優先

する社会を実現するための施策推進についてのう

ち、１点目、こども政策におけるＤＸの推進につ

いてお答えをいたします。 

 子どもを安心して産み育てられる環境の充実に

向けては、ＤＸの推進により、情報収集、相談、

手続の利便性を向上させるとともに事務の効率化

も図りながら支援の質を高めていくことが重要と

認識しております。 

 札幌市では、プッシュ型で発信する子育てアプ

リや子育て情報検索をＡＩで支援するサービスを

導入してきており、今年度からはオンラインでの

不妊相談や病児・病後児保育のインターネットで

の予約受付を開始いたしました。 

 今後とも、当事者視点に立ったＤＸを推進しな

がら子育て支援のさらなる充実を図り、全ての子

どもが健やかに成長できるこどもまんなか社会の

実現に向けて取り組んでまいります。 

 私からは、以上です。 

○議長（長内直也） 加藤副市長。 

○副市長（加藤 修） 私からは、３項目め、札

幌の強みを生かした経済施策について、もう一

つ、５項目めの子どもの幸せを最優先する社会を

実現するための施策推進についてのうち、２項目

めの子どもたちがスポーツを実施していくための

取組についてお答えをいたします。 

 まず、３項目め、札幌の強みを生かした経済施

策についてでございます。 

 １点目の米国関税措置の影響を踏まえた今後の

食産業施策の振興についてでございます。 

 2023年８月の中国政府による日本産水産物の輸

入規制以降、市内の食関連事業者は、市場規模が

大きいアメリカへの食品輸出の意欲を高めてきた

ところでございます。今回の関税措置の動向につ

きまして不安を抱いている事業者も見られるとこ

ろでございます。 

 札幌市といたしましては、今後とも、ジェトロ

等の関係団体と連携いたしまして、アメリカ市場

の最新動向を発信するとともに、現地の輸入商社

や小売店とのネットワークを生かし、商談会や食

品フェアを積極的に開催するなど、中長期的な視

点でアメリカ向けの事業を実施してまいります。 

 あわせまして、日々変化する世界経済情勢を踏

まえまして、アメリカに加え、香港、台湾、ＡＳ

ＥＡＮなど、アジア圏やヨーロッパといった世界

各地に目を向けた取組を行うことで、市内事業者
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の輸出拡大につなげてまいります。 

 ２点目、ＤＥＩを踏まえた人材確保策について

でございます。 

 生産年齢人口の減少に伴い、労働力の不足が予

測されている中、市内経済を発展させていくため

には、性別や年齢、国籍などを問わず、多様な人

材が活躍できる労働環境の構築や就職を支援して

いくことが重要と認識してございます。 

 これまで、札幌市では、女性やシニア世代の方

をはじめとした就職支援を行い、多くの方々にご

活躍いただいているほか、今年度からは、特定技

能外国人を初めて雇用する中小企業に対しまし

て、入国前から採用後まで、伴走型の支援を実施

しているところでございます。 

 加えまして、札幌市働き方改革・人材確保サ

ポートセンターを設置いたしまして、企業が働き

方改革や就業環境の相談ができる体制を整えてお

り、これらの施策を通じてＤＥＩの推進につなげ

ることで引き続き企業の人材確保を支援してまい

ります。 

 ３点目、札幌農業の未来と可能性についてでご

ざいます。 

 札幌農業のさらなる魅力アップのためには大消

費地に近い生産地である札幌の農業の強みを生か

していくことが必要と認識してございます。 

 こうした中、今年２月に実施した市民アンケー

トでは、約７割の方が札幌の農業に関心があると

回答をされていることから、より理解を深めてい

ただくことが重要でございます。 

 このため、農家レストランなど、６次産業化の

支援継続のほか、札幌産農産物のＰＲ強化、市街

地を活用した市民農園の拡大、さとらんどにおけ

る農業体験メニューの充実などに取り組んでまい

ります。 

 これらに加えまして、人手不足の解消が期待で

きますスマート農業の検討など、持続的な農業経

営に向けた施策を次期ビジョンに反映させまし

て、市民と農業者とともに未来に向けた札幌農業

の発展につなげてまいります。 

 次に、五つ目、子どもの幸せを最優先する社会

を実現するための施策推進の二つ目、子どもたち

がスポーツを実施していくための取組についてで

ございます。 

 子どもが運動習慣を身につけると健康的で活動

的な生活習慣の形成に役立つ可能性が高いことか

ら、各区体育館での子どもスポーツ教室などに加

え、屋外での運動が制限される冬期間におきまし

て、チャレンジ！スポーツパークなどの取組を

行っているところでございます。 

 また、子どもの運動習慣形成には保護者の理解

が不可欠であります。このことから、親子を対象

としたスポーツの体験会や観戦の機会創出に加え

まして、今後は、子どものスポーツの重要性に関

する啓発など、保護者向けの取組も拡充してまい

ります。 

 さらに、身近な地域におきまして、各区スポー

ツ推進委員会などが行うイベントに子どもの参加

を促すなど、あらゆる機会を活用いたしまして、

子どもたちが継続的にスポーツを実施できる環境

づくりに取り組んでまいります。 

 私からは、以上でございます。 

○議長（長内直也） 山根教育長。 

○教育長（山根直樹） 私からは、大きな５項目

め、子どもの幸せを最優先する社会を実現するた

めの施策推進についての３点目、特別支援学級に

おける支援、指導の充実について及び４点目の学

校における児童生徒、教職員の安全・安心や健や

かな育みの推進についてお答えいたします。 

 まず、特別支援学級における支援、指導の充実

についてであります。 

 札幌市におきましても、全国と同様、特別支援

学級に在籍する児童生徒数は増加してきており、

中学校卒業後の進学先についても、高等支援学校

のほか、通信制、定時制、全日制の高等学校な

ど、多岐にわたっているところであります。 

 このため、特別支援学級の教員には、児童生徒
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の障がいの状態に応じた専門性に加え、多様化す

る進路に対応できる指導力が必要なことから、通

常の学級を担当する教員と緊密に連携した学校全

体で取り組む特別支援教育の推進が課題であると

認識しております。 

 今後は、特別支援学級の教員が通常の学級の一

部の授業をすることに加え、進路支援に係る研修

を新たに開設することなどを通して指導力の向上

を図ってまいります。 

 あわせまして、管理職のリーダーシップの下、

特別支援教育を学校全体で進めていくことで障が

いのある子ども一人一人に寄り添う教育の実現に

向けて取り組んでまいります。 

 次に、４点目の学校における児童生徒、教職員

の安全・安心や健やかな育みの推進についてであ

ります。 

 学校における安全・安心な教育環境を整備する

ためには、社会情勢の変化を踏まえた適切な対応

を取ることが非常に重要であると認識しておりま

す。現在、学校玄関等へのカメラの設置に当たり

ましては、不審者の侵入防止等の効果が見込める

ことから、学校と教育委員会が協議し、都度、必

要性を判断しているところであります。 

 一方、教室など、校舎内へのカメラの設置につ

きましては、学校が教職員と児童生徒の信頼関係

によって成り立っており、プライバシーや児童生

徒の心情などにも配慮する必要があることから、

慎重に対応する必要があるものと考えておりま

す。 

 引き続き、国や他の自治体の動向、児童生徒、

保護者、教職員の意見も踏まえながら、児童生徒

の健やかな成長を育めるよう、学校の安全・安心

な教育環境を整備してまいりたいと考えておりま

す。 

 私からは、以上であります。 

○議長（長内直也） ここで、およそ30分間休憩

します。 

 ―――――――――――――――――――― 

      休 憩 午後２時１分 

      再 開 午後２時35分 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） これより、会議を再開しま

す。 

 代表質問を続行します。 

 吉岡弘子議員。 

 （吉岡弘子議員登壇） 

○吉岡弘子議員 私は、日本共産党を代表し、市

政の重要課題について、順次、質問いたします。 

 初めに、札幌市地域公共交通計画についてで

す。 

 我が党が、昨年９月の第３回定例会代表質問

で、持続可能な公共交通について、ＳＤＧｓの目

標である住み続けられるまち、誰もがどこでも行

けるように安全で手頃な公共交通機関を目指そう

とするものなのかと尋ねたところ、天野副市長

は、将来にわたって公共交通機関による移動手段

を確保していくという観点において、ＳＤＧｓと

方向性が一致していると答弁されました。しか

し、本市が行う地域公共交通政策は、将来まで路

線を確保することのみに焦点が当たり、市民の不

便や負担が増すことへの視点に欠けていると言わ

ざるを得ません。 

 ＳＤＧｓの目標は、市民の誰もが移動できるた

めのものであり、高齢者も、低所得者も、交通空

白地域に住む人も移動できるための計画として極

めて不十分です。 

 昨年11月に策定された札幌市地域公共交通計画

は、路線バスに代わる交通手段としての代替交

通、地域住民が主体となって運営する地域交通、

さらに、都心部での新たな公共交通システムの三

つを、今後、導入、拡充が必要なその他の交通機

関として示されました。 

 質問の第１は、代替交通の拡大についてです。 

 札幌市乗合バス路線維持対策要綱では、廃止と

なる路線において存続路線のバス停から500メー

トル超離れたバス停が複数ある等の場合に、札幌
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市が主体となり、代替交通の導入を検討すること

となっています。 

 それを受けて、本市計画の代替交通は、移動需

要の規模など、地域特性に応じて、定時定路線運

行や路線不定期運行、デマンド交通、乗り合いタ

クシーの運行などで代替となる交通手段を確保す

るものです。 

 手稲区のデマンド交通に続き、空沼線、栄町・

篠路線の２路線が代替交通を導入しました。この

２路線は、国土交通省の「交通空白」解消緊急対

策事業に本市が応募し、採択された事業です。 

 国交省は、この事業を、何らかの対応が必要な

交通空白を抱える地域において、その解消に向け

たサービスを実施するための仕組みの構築を支持

するものとしています。国による上限１億円の補

助は、同一自治体の別地域で２件目以降の実施に

対しても２分の１の補助を設けています。 

 １点目は、代替交通対象地域についてです。 

 市内都心部では、バス、電車、地下鉄、ＪＲな

ど、交通手段の選択肢がまだ存在する一方、バス

のほかに選択肢がない地域が生まれています。さ

らに、廃止路線の地域では、バス停が遠くなり、

利用できない人が生まれる一方、通学・通勤時の

混雑の度合いが強まる事態となっています。 

 2024年８月から９月に行われた札幌市地域公共

交通計画案についてのパブリックコメントには、

代替交通導入の基準をバス停による距離で整理し

ているが、地域の利用実態も把握すべきだ、ま

た、判断基準のバス停間の距離を短くしてほしい

などの市民意見が寄せられており、代替交通を導

入する場合の500メートルを超えるという基準は

公共交通を必要とする地域住民にとって厳しい条

件となっています。 

 本市の計画に照らし、代替交通導入の対象とな

る地域は幾つあるのか、伺います。 

 ２点目は、代替交通の基準見直しと交通空白地

域の解消についてです。 

 本市は、代替交通の導入について、基準に沿っ

た面的なネットワークが維持できなくなるおそれ

がある場合に検討するとし、基準の見直しについ

ては今のところ予定はないとのお考えです。４月

のダイヤ改正で、市内のバス路線廃止、系統廃

止、一部区間廃止などが相次ぎました。しかし、

現在の代替交通の導入は３路線でしかありませ

ん。 

 国交省は、交通空白を抱える地域の解消に向け

たサービスを実施するため、新たな事業を展開し

ていますが、本市では、交通空白地域が増え、公

共交通の地域間格差が広がっています。 

 500メートル超とする代替交通導入の基準は見

直しを検討する必要があると思いますがいかが

か、伺います。 

 バス停がなくなった地域を対策が必要な交通空

白地域と捉え、国の制度を積極的に活用するな

ど、交通空白地域をなくすべきと考えますが、お

考えを伺います。 

 質問の第２は、新厚別ふれあい循環バスの継続

に関する認識と持続可能な支援についてです。 

 地域交通は、住民が主体となって移動手段の検

討を行い、行政や運行事業者はサポートする立場

で参加する３者協議の仕組みです。これは、2021

年度に本市が創設した地域交通支援制度であり、

制度の第１号となったのが３月末で廃止となった

路線バス、厚別ふれあい循環バスを継承するた

め、近隣の６町内会が新組織をつくり、４月から

運行をスタートした新厚別ふれあい循環バスで

す。 

 運行経費の一定割合を運賃収入や地元企業の協

賛金などで賄うことを要件に本市が財政的支援を

行いますが、実証運行開始期間、つまり、今年度

のみ、運賃収入で賄えない運行欠損の全額補填を

行い、本格運行に移行する来年度以降は、最大で

運行欠損の２分の１補助、残りは住民組織が負担

をします。今年度は３か月ごとに実績を調査し、

収支率50％を達成できなければ地域交通の継続可

否を検討するという仕組みです。 
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 ＳＡＰＩＣＡや敬老パスは使えず、現金のみ

で、運賃を片道300円に値上げし、停留所は減ら

さず、１日の便数を減らすなどの努力をされてい

ます。そのような中、本市は、収支率が達成でき

なければ、バスの廃止も含め、検討するという厳

しい目標を設定し、住民組織に求めています。 

 持続可能なネットワーク維持に向けた公共交通

機関等の一つとして計画に組み込まれている地域

交通であるにもかかわらず、持続可能どころか、

数年後には継続できないのではないかと危惧をす

るところですが、本市の認識を伺います。 

 本市は、サポートする役割を担っていますの

で、収支率が達成できなければ、廃止するのでは

なく、例えば、収支が足りない場合は本市が埋め

ていくなどの財政支援の強化など、持続可能な地

域交通となるための支援を行うべきですが、検討

のお考えはあるのか、伺います。 

 質問の第３は、新たな公共交通システムについ

てです。 

 昨年９月の第３回定例市議会の代表質問で、既

に定時性が確保され、シームレスで行き先が分か

りやすい路面電車を延伸せずに、運営形態も運行

システムも分からない新たな公共交通システムを

導入する計画案など検討にも載せられないと我が

党の考えを述べました。 

 天野副市長は、社会実験の検証結果を踏まえて

サービス水準を定め、車両数や維持管理施設の規

模、運用形態などを決定するとの考えを答弁した

にとどまりましたが、その後の検討状況について

伺います。 

 今年度と来年度に実施する予定の実証実験は、

どのような内容で、いつから実施するのですか。

水素燃料で走る連接型のバスを今年度の実験に使

う予定であれば、その場合の車両の数と購入費

用、乗車定員、車両を待機させる基地となる場所

などについて明らかにしてください。 

 水素燃料連節バス車両を使用しない場合、実験

で何を得ようとされるのか、また、小型、中型、

連接型とも、運行事業者はどこを想定して実験を

行うのか、併せてお示しください。 

 次は、在宅医療についてです。 

 本市が策定したさっぽろ医療計画2024は、市民

が生涯を通して健康で安心して暮らせる社会の実

現に向けた医療・保健システムの確立を基本理念

にしています。その実現のため、基本目標の一つ

に地域の安心を支える医療提供体制の整備を掲

げ、在宅医療の提供体制のさらなる充実を推進し

ようとしています。 

 自宅で生活する高齢者が、転倒や痛みなど、心

身の状態が急変した際、同居している家族がいて

も、仕事を休めない、老老介護のため、配偶者が

同伴することが困難など、通院そのものが難しく

なります。 

 在宅医療は、医師が自宅を訪問し、診察、処置

などを行う訪問診療のほか、訪問看護や訪問リハ

ビリテーション、訪問薬剤管理指導などを受ける

ことができ、例えば、末期がんで痛みや息苦しさ

を伴う状態や認知症等でも自宅に住み続けながら

暮らすことができ、自宅で最期を迎えたいという

願いにも応えられます。 

 団塊の世代が75歳に達する2025年が到来し、ま

た、高齢化に伴い、死因の上位を占める悪性新生

物も増加しますので、在宅医療の需要はさらに増

加する見込みです。 

 質問の第１は、市民への情報提供と将来の需要

についてです。 

 本市が昨年行った市民意識調査では、高齢など

が理由で通院が困難になった場合に、人生の最期

のときの過ごし方として、自宅で療養して、必要

になれば病院等に入院したい人は46％と最も多く

なっていますが、自宅で最期まで療養したい人は

11.7％です。また、在宅医療を利用する際の不安

なこととして、突然の体調変化等への対応、受け

られる医療の内容という回答が家族等への負担や

経済的な負担に次いで多くなっていました。こう

した結果は、在宅医療が急変に対応できることや
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訪問看護などについて十分に知られていないこと

によるものと推測します。 

 本市において、在宅医療に関し、市民への情報

提供などをどのように行っているのか、伺いま

す。また、在宅医療について、将来の需要をどう

見込んでいるのか、併せて伺います。 

 質問の第２は、提供体制を充実させる取組と課

題についてです。 

 訪問診療の2023年度の提供医療機関は、診療所

で167施設、病院では36施設と、全国平均の提供

割合に比べると少なく、実施医療機関が2020年度

より減ったことから、１施設当たりの実施件数が

増加し、負荷がかかっています。 

 また、急変などで24時間往診が可能な体制を確

保した在宅療養支援病院・支援診療所として届け

出ている医療機関は196施設ですが、65歳以上の

人口10万人当たりの届出数で見ると、政令市平均

が61施設のところ、本市は34施設と約半数です。 

 本市が昨年末に行った医療機関を対象とした在

宅医療に関する実態調査で回答を得た789施設の

うち、８割の施設は在宅医療を提供していませ

ん。そのうちの96％が引き続き提供しないと回答

しています。さらに、提供している施設でも縮小

を検討、提供をやめることを検討が合わせて17％

ありました。 

 本市においては、在宅医療提供体制を充実させ

る計画ですが、どのような取組をされているの

か、伺います。また、現状においての課題につい

て伺います。 

 次に、札幌市障がい者協働事業についてです。 

 札幌市は、障がいのある方の一般就労の促進及

び社会的、経済的な自立を図ることを目的とした

障がい者協働事業に2006年から先駆的に取り組ん

でいます。同事業は、障がいのある方を従業員の

半数以上かつ５人以上雇用する事業者に対し、運

営経費に対して補助金を交付するものです。現

在、市内の11法人、13事業者が同事業に基づく補

助金を原資に、印刷業などを営み、障がい者80名

を雇用し、企業の障がい者雇用を促進していま

す。 

 しかし、本市は、2022年度の行政評価委員会の

指摘を受けたことを理由に、同事業を2028年度以

降見直すことを３月に公表し、現在検討中として

います。こうした動きが市民や事業者、障がい者

に廃止と受け止められ、不安や懸念を与えていま

す。 

 事業に関わっている方や障がいのある方たちの

希望を損ねることはあってはなりません。改め

て、廃止なのか、見直しなのか、お考えを伺いま

す。 

 行政評価委員会による指摘は、より具体的に、

雇用が増え、参入する事業所が生じる手法を検討

すべきということでありますから、同事業を拡大

させる方向での見直しを求めていると理解します

が、ご認識を伺います。 

 また、雇用者数を増やすための活動を積極的に

行うべきと考えますがいかがか、伺います。 

 最後に、学校環境の充実と就学援助制度に関わ

る課題についてです。 

 質問の第１は、学校図書館の充実と司書配置に

ついてです。 

 国は、2024年３月、第６次「学校図書館図書整

備等５か年計画」を示し、令和４年度からの５年

間で全ての小・中学校等において学校図書館図書

標準の達成を目指すとともに、図書の更新、新聞

の複数紙配備及び学校司書の配置、拡充を図るこ

ととしました。学校図書館に整備すべき蔵書の標

準として定められている学校図書館図書標準の

100％達成を目指し、学校図書館への新聞配備、

学校司書の配置、拡充を図る計画です。 

 2020年度に文科省が実施した調査によると、本

市の小・中学校では、学校図書館図書標準の達成

状況が小学校で95.4％、中学校で96.9％となって

おり、全体の整備状況71.2％、61.1％を上回って

いますが、100％にはあと一歩の状況となってい

ます。 
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 学校司書の配置は、2023年の文科省の調査で、

本市の中学校では99％ですが、小学校では０％

と、一人も配置されていない結果となっていま

す。 

 これについて、2023年10月の決算特別委員会に

おいて、我が党議員が小学校への図書館司書の配

置を求め、質問したところ、慎重に検討してまい

りたいと答弁されました。 

 今年度、小学校への司書配置に向けてどのよう

に取り組まれるのか、検討の内容と取組について

伺います。 

 質問の第２は、学校給食の在り方についてで

す。 

 札幌市では、1947年に学校給食が始まりまし

た。1993年より全小・中学校で実施、その３年後

からは特別支援学校も含めて提供されています。 

 国においては、1954年に学校給食法が制定さ

れ、2005年に、食育について基本理念と方向性を

示した食育基本法の公布とともに、学校教育法の

一部改正により、食育指導や栄養指導を行う学校

教員として栄養教諭制度が位置づけられました。

また、2008年の学校給食法の大幅な改正により、

学校給食を教育の一環として実施することが明確

となりました。 

 本市では、食育の推進を位置づけ、何をどのよ

うに食べていくと生涯を通じて健康に過ごせるの

か、自ら考え、実践する力を育むことを重視し、

栄養教諭と連携して進めています。 

 １点目は、給食を通して食を学ぶ教育について

です。 

 札幌市では、小・中学校等298校のうち、164校

に給食室が整備され、単独調理方式または親子方

式で１日約14万3,000食が提供されています。給

食を調理する過程での香り、匂いを感じ、調理す

る様子が見えるなど、子どもたちにとって、給食

とともに、栄養教諭や調理員が身近な存在となっ

ています。 

 本市では、1990年代から栄養職員による食教育

の実践が行われており、現在は、単独調理方式及

び親子方式の親学校へ栄養教諭136名、栄養士22

名の配置により、子学校を含めて、給食時間の指

導や支援、給食だよりの発行、また、教科や総合

的な学習の時間などで食と健康について環境と結

びついたフードリサイクル事業などを実施し、子

どもたちの学びを進めてきました。 

 札幌市の学校において、単独調理方式、親子方

式の給食を通じての食育を30年来続けてきており

ますが、その教育実践の中で子どもたちが食を通

じて考える力を育み、成長する姿と栄養教諭が配

置される効果についてどうお考えか、伺います。 

 質問の２点目は、学校給食の今後の検討の在り

方についてです。 

 今年度予算において持続可能な学校給食提供の

在り方検討事業費として200万円が盛り込まれま

した。 

 札幌市の学校給食の課題として、給食施設の老

朽化による更新、旧式の給食室のドライシステム

への転換、将来的な少子化と人材の確保が挙げら

れております。そして、現行の給食提供方式にと

らわれず、検討する必要があるとして、昨年度、

札幌市における持続可能な学校給食提供の在り方

に関する方向性調査を、プロポーザルの後、約

1,700万円の特定随意契約で委託し、実施しまし

た。 

 この調査では、単独・親子方式、給食センター

導入やデリバリー方式などの課題について事業者

の意向を聞いています。民間では、当然、事業者

の収益に有益かどうかが前提としての意見であ

り、本市としては直営、単独・親子方式に限らな

い手法を模索するものです。 

 この調査結果について、教育委員会は、３月13

日の札幌市学校給食運営委員会へ報告していま

す。その中では、給食室の整備やドライシステム

への導入がこれまで年５～６校のペースで整備で

きていたものが学校施設維持更新基本計画で年２

校の予定となってしまい、老朽化対応やドライシ
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ステム導入に50年以上の期間を要してしまうと説

明されています。 

 そして、調査報告として、給食センター方式が

全国の自治体で一定数取り入れられていること

や、単独・親子方式、センター方式、デリバリー

方式という各方式の中で、運営経費に係る定量評

価や定性評価においての比較では、給食センター

方式がより多くの観点で高い評価がされたという

説明を行い、コンサルティング業者から、札幌市

の食数規模や調理施設老朽化を踏まえると給食セ

ンター方式を導入することが望ましいと提示が

あったとのことでした。 

 しかし、最も大切な課題である給食を活用した

食育の推進についての調査報告の説明はなく、こ

れまでのように年５～６校の整備ペースであれば

20年で更新できることになりますが、なぜ50年以

上もかかるような変更がされたのか、説明はあり

ません。運営経費や給食施設更新の経費削減のた

めに行われた調査であることが明らかです。 

 このたびの方向性調査はあくまでも参考の一つ

であり、検討には、民間業者の視点だけではな

く、食育当事者等の意見が必要です。教育である

学校給食に対して、これまで培ってきた安全や食

育を守り、発展させるためにどうあるべきか、子

どもたちの発達を保障し、子どもが生きる力を育

んでいくという教育的観点を優先する持続可能な

学校給食の構築こそ、本市が責任をもって行うべ

きです。 

 また、適温でおいしく、安心な単独調理方式、

親子方式は、子どもたちと保護者の多くが望んで

おり、市民の関心が高い施策であり、現在の在り

方検討についての状況を説明することが必要と考

えます。 

 今後の給食の在り方の検討に向けて、意見をい

ただくという有識者などを含む懇話会を立ち上げ

るとお聞きしています。子どもたちや保護者、市

民へ現在の学校給食の在り方検討についての状況

を広く周知するとともに、食育の当事者である学

校現場の教職員や児童生徒などを含めて市民の提

案、意見を取り入れるべきですが、お考えを伺い

ます。 

 質問の第３は、就学援助制度に関わる課題につ

いてです。 

 就学援助制度は、教育に係る経済的負担の軽減

を図ることをもって、教育の実質的な機会均等を

目的としています。少子化や子どもの貧困の解決

が急がれる視点からも重要な制度です。この制度

は、自治体が生活保護に近い状態と認定した準要

保護世帯を支援するもので、本市は所得が生活保

護基準の1.1倍としております。生活保護基準引

下げ前の基準を使用しているとはいえ、物価高騰

の実態などから考えると非常に低い基準と言わざ

るを得ません。 

 １点目は、否認定世帯への実態調査についてで

す。 

 本市の就学援助認定状況の資料によりますと、

小学校では、2022年度に申請した１万4,928人の

うち、1,129人、全申請者数の約7.6％が認定され

ず、中学校では、申請した7,474人のうち、526

人、申請者数の7.0％が制度を受けられていませ

ん。同様に、2023年度は小・中学校を合わせて

8.4％、2024年度は9.2％と、認定されない世帯が

増えています。 

 否認定の理由には、これまで認定された世帯の

収入が増えたことで基準額を上回ったことなどが

考えられます。しかし、物価高騰を上回るほどの

収入増でない限り、生活水準が改善されたとは言

えません。 

 本市の2024年結婚・出産・子育てに関する市民

アンケート調査では、理想の子どもの人数が実現

できない原因について、子育てや教育にお金がか

かり過ぎるからが最も高く、次いで、収入が少な

い、収入が不安定だからと続いています。実際、

子育て世帯からは、教育費の負担が重いという声

が多く上がっており、追い打ちをかけて、米をは

じめとする物価高騰で生活はとても厳しさを増し
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ています。 

 収入が基準額を超えたため、認定されなかった

場合についても、給食費や教材費等の教育に係る

負担があることで認定世帯と比較して家計が厳し

くなる世帯も少なくないのではと推察するところ

です。 

 否認定となった世帯の状況を把握する実態調査

が必要と考えますがいかがか、伺います。 

 ２点目は、就学援助制度の拡充についてです。 

 準要保護世帯への就学援助費は２分の１の国庫

補助がありましたが、2005年以降、一般財源化さ

れ、地方交付税において措置されています。この

ことから、教育の機会均等を保障するため、就学

援助制度の充実に向け、十分な財源を確保し、制

度を拡充すべきです。 

 就学援助制度の基準となる所得限度額の政令市

比較では、本市の２人世帯は186万円で17位、３

人世帯、232万円、15位、４人世帯、250万円、19

位です。 

 これまで、我が党は、繰り返し制度の拡充を求

めてきましたが、とりわけ就学援助制度の基準を

引き上げ、対象世帯を広げるべきですが、検討す

るお考えはあるのか、伺います。 

 以上で、私の質問の全てを終わります。ご清

聴、ありがとうございました。（拍手） 

○議長（長内直也） 答弁を求めます。 

 秋元市長。 

○市長（秋元克広） 全体で大きく４項目にわた

り、ご質問をいただきました。私からは、１項目

めの札幌市地域公共交通計画についての３点にお

答えをさせていただきます。その余のご質問に対

しましては、担当の山本副市長、教育長からお答

えをさせていただきます。 

 １項目めの札幌市地域公共交通計画についてお

答えをいたします。 

 まず、１点目の代替交通の拡大についてのう

ち、代替交通対象地域についてお答えをさせてい

ただきます。 

 札幌市の地域公共交通計画では、バス路線の廃

止により、新たに交通空白地域が発生する場合

に、市が主体となり、代替交通の導入を検討する

こととしております。この計画に即し、本年４月

に市内２か所において代替交通を導入済みであり

ますことから、現時点では新たに導入すべき地域

はない状況であります。 

 次に、代替交通の基準見直しと交通空白地域の

解消についてであります。 

 代替交通の導入を検討する要件の一つでありま

す廃止バス停からの距離基準につきましては、運

輸に関する研究機関の調査結果を踏まえて設定し

たものであります。引き続き、この基準の下、国

の補助制度等を活用しながら面的な公共交通ネッ

トワークを維持していく考えであります。 

 次に、２点目の新厚別ふれあい循環バスの継続

に関する認識と持続可能な支援についてお答えを

いたします。 

 厚別ふれあい循環バスは、地域が主体となり、

移動の利便性向上を図る取組を支援する地域交通

支援制度を適用した初の事例であり、実証運行を

経て本格運行へ至ることが望ましいものと認識し

ております。したがいまして、運行継続のため

に、札幌市としても、地域住民にしっかりと寄り

添い、利用促進や協賛金獲得等の取組への支援を

継続してまいります。 

 次に、３点目の新たな公共交通システムについ

てでありますが、今年度と来年度に実施をいたし

ます実証実験では、車両、運行に関する検証や水

素利活用に関する検証などを行う予定でありま

す。 

 このうち、今年度は、秋以降、主に冬季におけ

る安定的な運行の検証を目的として、現状では国

内に水素燃料電池の連節車両がございませんの

で、既存のディーゼルハイブリッドの連節車両と

水素燃料電池の中型車両を借用して実施する予定

であります。 

 なお、運行事業者につきましては、今後、実証
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実験の結果を踏まえて運行内容や運行形態などを

検討し、関係機関との協議を経て判断する考えで

あります。 

 私からは、以上です。 

○議長（長内直也） 山本副市長。 

○副市長（山本健晴） 私からは、大きな項目の

２点目、在宅医療について、そして、大きな３項

目め、札幌市障がい者協働事業についてお答えを

いたします。 

 まず、大きな２項目めの在宅医療について、２

点お答えをいたします。 

 １点目の市民への情報提供と将来の需要につい

てであります。 

 在宅医療に関しては、誰もが住み慣れた地域で

安心して暮らし続けられるよう、急変時の往診な

ど、様々な医療サービスが受けられることを市民

に広く知っていただく必要があると認識しており

ます。そこで、札幌市では、関係団体と連携した

講演会の実施やガイドブックの配布、ホームペー

ジによる周知などにより、市民への情報提供に努

めているところであります。 

 また、将来の需要について、北海道の推計によ

りますと、札幌市の患者数は、高齢化の進展など

に伴って増加し、2029年には２万4,000人に達す

ると見込まれております。 

 次に、２点目の提供体制を充実させる取組と課

題についてであります。 

 札幌市では、さっぽろ医療計画2024に基づきま

して、在宅医療提供体制の充実に向け、医師など

を対象とした研修のほか、複数の医療機関が連携

して在宅患者に対応するグループ診療体制を整備

しているところであります。 

 一方で、さらなる需要増への対応や在宅医療

サービスの維持・向上という課題があることか

ら、これらの施策の効果を検証し、実効性をさら

に高めていく考えであります。 

 次に、大きな３項目め、札幌市障がい者協働事

業についてであります。 

 制度開始後20年近くが経過し、この間、障がい

者雇用率の引上げや合理的配慮の提供の義務化な

ど、障がい者雇用を取り巻く環境が変化する中、

障がい者雇用の拡大の観点から行政評価の指摘を

受けたものと認識しております。 

 こうしたことから、より多くの企業が障がい者

雇用に取り組み、働くことを希望する障がいのあ

る方々の就労機会が増えるよう、関係者の意見を

聞きながら見直しを検討してまいります。 

 私からは、以上です。 

○議長（長内直也） 山根教育長。 

○教育長（山根直樹） 私からは、４項目めの学

校環境の充実と就学援助制度に関わる課題につい

てお答えいたします。 

 まず、１点目の学校図書館の充実と司書配置に

ついてであります。 

 小学校の学校図書館においては、地域開放図書

館の開放司書などのボランティアをはじめ、多く

の保護者や地域の方々の協力を得て子どもが読書

に親しむための読書環境の充実を図っているとこ

ろであります。中学校に配置している学校司書

は、生徒の学習支援に加え、教員への助言など、

幅広い取組を行っており、昨年度、試行的に中学

校から小学校への派遣も実施したところでありま

す。 

 今後、試行結果の検証を通じて、これまでの取

組の発展につながるよう、小中一貫した読書環境

の充実に向けて検討をしてまいります。 

 次に、２点目、学校給食の在り方についてであ

ります。 

 まず、給食を通して食を学ぶ教育についてであ

りますが、食育を通して、子どもたちの食や健康

への興味・関心を高め、健やかな体が育まれてお

り、その充実を図る上で栄養教諭の果たす役割は

大きいものと認識しております。 

 学校給食の今後の検討の在り方につきまして

は、多くの給食室の老朽化や将来的な調理、配送

の担い手確保などの課題を受け、昨年度、給食提
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供の持続可能性を探るための調査を実施したとこ

ろであります。 

 今回の調査結果を公表するとともに、本年か

ら、学校現場の教職員、保護者、有識者等からの

ご意見を伺うための外部有識者会議を設置する予

定であり、今後、この会議での議論を踏まえつ

つ、持続可能な給食提供の在り方について、広く

市民の意見を取り入れながら検討してまいりま

す。 

 次に、３点目の就学援助制度に関わる課題につ

いてであります。 

 否認定世帯への実態調査と就学援助制度の拡充

についてでありますが、否認定世帯となる理由に

ついては、生活保護の受給開始や家族構成の変

化、世帯収入の増加等の実態によるものと認識し

ております。 

 また、就学援助の基準につきましては、生活保

護基準の改定に連動させてきたところであります

が、平成25年８月の生活保護基準の引下げ以降

は、その影響を最小限にとどめるため、引下げ前

の基準の1.1倍を維持してきたところでありま

す。 

 就学援助の基準につきましては社会情勢などに

応じたものであるべきと考えており、今後も必要

に応じて検討を行ってまいります。 

 私からは、以上であります。 

○議長（長内直也） 以上で、代表質問は全て終

了しました。 

 （小竹ともこ議員「議長」と呼び、発言の許可

を求む） 

○議長（長内直也） 小竹ともこ議員。 

○小竹ともこ議員 委員会付託の動議を提出いた

します。 

 ただいま議題とされております議案16件を、配

付の議案付託表のとおり、関係の常任委員会にそ

れぞれ付託することを求める動議であります。

（「賛成」と呼ぶ者あり） 

○議長（長内直也） ただいまの小竹議会運営委

員長の動議に対し、所定の賛成者がありますの

で、本動議を直ちに問題とし、採決を行います。 

 動議のとおり決定することにご異議ありません

か。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（長内直也） 異議なしと認めます。 

 したがって、ただいま議題とされている議案16

件は、配付の議案付託表のとおり、関係の常任委

員会にそれぞれ付託されました。 

 〔付託表は巻末資料に掲載〕 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） お諮りします。 

 本日の会議はこれで終了し、明日５月31日から

６月９日までは委員会審査等のため休会とし、６

月10日午後１時に再開したいと思いますが、ご異

議ありませんか。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（長内直也） 異議なしと認めます。 

 したがって、そのように決定しました。 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） 本日は、これで散会しま

す。 

 ―――――――――――――――――――― 

      散 会 午後３時16分 

 


